有田市立養護老人ホーム長寿荘指定管理者募集要項
１　募集の目的

有田市立養護老人ホーム長寿荘（以下「長寿荘」という。）の設置目的や役割を踏まえ、入所者の快適な生活及び自立の保持を目指し、効果的で効率的な運営を図るため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項及び有田市養護老人ホーム条例（平成25年条例第24号）第３条の規定により、以下のとおり指定管理者の募集を行います。
２　施設の概要
名　　　称　　有田市立養護老人ホーム長寿荘
所　在　地　　有田市山地57番地

設　　　置　　昭和61年７月

施設の種類　　養護老人ホーム
定　　　員　　50名

概　　　要　　構　　造　鉄筋コンクリート造２階建(一部平屋)
　　　　　　　　　　面　　積　延床面積　　1,841.77㎡

　　　　　　　　　　　　　　　敷地面積　　2,596.30㎡
　　　　　　　　　　施設内容　居室（27室）、集会室、食堂、調理室、静養室、
　　　　　　　　　　　　　　　医務室、宿直室、事務室、面接室、談話室、寮母室、

休養仮眠室、リハビリ室、湯沸室、洗濯室、更衣室、

浴室、特殊浴室、リネン室、霊安室、機械室、倉庫、
　　　　　　　　　　　　　　　トイレ等
　　　　　　　　　　　　　　　　
３　指定の期間

令和７年４月１日から令和12年３月31日（５年間）

４　指定管理者が行う業務とその基準
指定管理者が行う業務については以下のとおりとし、その内容、基準等、詳細については、別添「有田市立養護老人ホーム長寿荘管理業務仕様書」のとおりとします。

（１）長寿荘の運営に関する業務

（２）長寿荘の施設、設備等の維持管理に関する業務
（３）その他、市長が必要と認める業務
５　業務の再委託

　　　指定管理者は、業務の全部又は業務の主たる部分を第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。業務の一部を第三者に委託する場合は、あらかじめ市長の許可が必要です。
６　指定管理料
施設の管理に必要な経費として、指定期間中に市が支払う指定管理料は、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第11条の規定による措置事務の実施に係る指針の一部改正（平成18年４月12日付厚生労働省老健局長通知）等を勘案して定めた老人保護措置費支弁基準により予算の範囲内で指定管理者に支払うものとします。ただし、新たな技術的助言発出に伴い、上記の老人保護措置費支弁基準を変更し、指定管理料の変更ができるものとします。
７　申請資格等

　　　指定管理者の申請資格は、次の各号に掲げる要件のいずれをも満たす必要があります。

　　（１）和歌山県内において、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第２項第３号に定める事業を運営する社会福祉法人
　　（２）応募する法人又は代表者が、下記事項のすべてを満たす法人
ア　禁固以上の刑に処された場合は、その執行が終わり、又はその執行を受けることがなくなっていること
イ　地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けたことがない法人又はその取消しの日から２年を経過していること
ウ　地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４の規定により、
本市における一般競争入札等の参加を制限されていない法人であること

　エ　有田市税、又は主たる事務所又は事務所の所在地の市町村税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない法人であること
　オ　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づく更正又は再生手続きを行っていない法人であること

　カ　暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号)第２条第２号に規定する暴力団をいう。)又はその構成員(暴力団の構成団体の構成員を含む。)の統制の下にない法人であること
キ　公務員で懲戒免職の処分を受けた場合は、当該処分の日から２年を経過していること
８　申請の手続き

（１）募集要項等
　募集要項、仕様書は、令和６年７月31日水曜日から市のホームページに掲載しますので、ダウンロードしてご使用ください。

　用紙の配布はいたしません。
　有田市のホームページ　https://www.city.arida.lg.jp
　　
（２）参加表明書
　　　申請を希望する法人は「有田市立養護老人ホーム長寿荘指定管理者選定に
　　係る参加表明書（様式A）」を提出してください。
　　ア　受付期間
　　　　　令和６年７月31日水曜日から令和６年８月21日水曜日午後5時まで

　　イ　受付方法
　　　　　有田市高齢介護課まで持参又は郵送で提出してください。
郵送の場合は簡易書留で送付し、上記期間内に必着しなければなりませ
ん。

（３）現地説明会の実施　

日　　時：令和６年８月20日火曜日　午前10時から

会　　場：有田市立養護老人ホーム長寿荘集会室
申込方法：「有田市養護老人ホーム長寿荘指定管理者募集現地説明会申込書（様式B）」に必要事項を記入の上、８月16日金曜日午後５時までにファックス又は電子メールで下記へ申し込むこと。
＊長寿荘の指定管理を受けたことがない法人は必ず現地説明会に参加く
ださい

（４）質問の受付
ア　受付期間
令和６年８月21日水曜日から令和６年８月27日火曜日午後５時まで
イ　受付方法
ＦＡＸ又は電子メールで、「有田市養護老人ホーム長寿荘指定管理者募集に関する質問書(様式C)」を送信してください。        　

ウ　回答日

令和６年９月２日月曜日
エ　回答方法
市ホームページに掲載します。
（３）及び（４）の送信先

 ＦＡＸ　 0737-83-6205

　　　 E-mail  koreikaigo@city.arida.lg.jp

（５）申請書類の受付
　　ア　申請書類

申請時には下記の書類を提出してください。
①　有田市養護老人ホーム指定管理者指定申請書（別記様式）
②　法人概要書（様式１）

③　事業計画書（様式２）
④　長寿荘の管理に関する業務の収支予算書（様式３）

⑤　定款、寄附行為若しくは規約又はこれらに類する書類
⑥　法人登記簿謄本
⑦　法人の財政状況に関する書類（事業活動収支計算書、資金収支計算書、貸借対照表、事業報告書・計画書）（直近２年分）
⑧　法人税、法人市民税、消費税及び地方消費税等の納税証明書（直近２年分）

⑨　法人の設立趣旨、沿革、その他事業の内容のパンフレット等団体の概要が分かる書類
⑩　現在の組織・人員体制を示す書類
⑪　長寿荘施設長予定者の経歴（様式４）
　　　　イ　提出部数

　　　　　　　正本１部及び副本（写し）８部
ウ　受付期間

令和６年９月３日火曜日から令和６年９月12日木曜日まで
　　　　エ　受付時間
　　　　　　　午前９時から午後５時まで
　　　　オ　受付方法

　　　　　　　有田市市民福祉部高齢介護課まで持参してください。

　　　　　　　持参以外の方法では受付できません。

　　　　カ　費用負担

　　　　　　　申請に係る費用は、すべて申請者の負担とします。
キ　申請時の留意事項

①　提出書類の著作権は申請者に帰属しますが、市は、指定管理者の公表等必要な場合、提出書類の内容の全部又は一部を使用できるものとします。
②　申請書類は、理由の如何に関わらず返却しません。

③　提出書類は、情報公開の請求により開示する場合があります。ただし、非公開とすべき個人情報等は除きます。
９　選定審査の方法及び基準
（１）選定審査の方法
ア　指定管理者の候補者の選定審査は、有田市公の施設の指定管理者選定委員会(以下、「選定委員会」という。)で行います。なお、選定に際して、応募者に対し、質疑、ヒアリング、プレゼンテーション等を実施することがあります。
イ　指定管理者の候補者の選定にあたっては、選定基準により総合的に判断するものとします。

（２）選定基準
選定基準ごとの審査項目は、次のとおりとします。

ア　管理業務を行うに当たり平等な利用が確保できること。
（ア）管理運営の方針について
（イ）平等性の確保について
イ　養護老人ホームの効用を最大限に発揮させるとともに、管理経費の縮減を図ることができること。
（ア）管理経費の縮減について
（イ）収支計画の内容
ウ　管理業務を安定して行う物的能力及び人的能力を有していること。
（ア）経営基盤について
（イ）業務実績について
エ　必要な人材を確保することができると認められること。
（ア）人材確保・人材育成について
（イ）実施体制について
オ　入所者等の福祉の向上のための施設としての役割を適切に担えること。
　（ア）入所者等のサービスの向上について
　（イ）自主事業について
　（ウ）市・地域・家族との連携について

カ　その他

（1） 危機管理・安全管理・個人情報保護・情報公開について
（３）選定結果の通知

市は、選定委員会による選定結果報告に基づき指定管理者の候補者を決定し、結果を全応募法人に文書で通知します。
（４）選定審査対象からの除外

　　　　ア　審査に対し不当な要求等を申し入れた場合

　　　　イ　選定委員に個別に接触した場合
　　　　ウ　提出書類に虚偽又は不正があった場合

　　　　エ　募集要項に違反又は著しく逸脱した場合

　　　　オ　申請受付期間内に提出書類等が提出されなかった場合

カ　提出書類提出後に事業計画の内容を変更した場合

キ　その他不正な行為があった場合
　　
（５）再度の選定
　　　　　　指定管理者に指定されるまでの間に、当該候補者を指定管理者としない事情が生じたときは、審査において次点となったものから順に候補者を決定できることとします。

10　指定管理者の指定及び協定の締結
　　（１）指定管理者の指定

　　市は、指定管理者の候補者に選定された法人について、有田市議会の議決を経た後、当該候補者を指定管理者に指定します。

（２）協定の締結

　　　　指定管理者の指定を受けた法人は、市と長寿荘の管理に関する協定を締結します。
11　指定管理期間開始時の業務引継
　運営を円滑に移行するために令和７年１月から３ヶ月間を引継期間(予定)とし、事務や事業の引継を順次行います。

なお、当該引継にかかる費用については、指定管理者候補者の負担とし、市からの補助等はありません。
12　その他
（１）事業の適正な実施に関する事項
市は、「４　指定管理者が行う業務とその基準」に基づく、適切な管理がなされていないと判断した場合は、指定管理者に対して業務改善勧告を行い、期間を定めて改善策の提出や実施を求める場合があります。この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合、市は、指定期間中であってもその指定の取消しを行います。なお、この指定取消しにより生じた損害（指定管理者の変更事務、選定委員会の開催、直営管理期間における管理負担等）については、指定管理者が負担するものとします。
（２）事業の継続が困難となった場合における措置
ア　市は、指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者が施設の管理運営を継続できないと判断した場合は、その指定の取消しを行います。なお、この指定取消しにより生じた損害については、指定管理者が負担するものとします。
イ　市は、災害その他不可抗力等により指定管理者が施設の管理運営を継続できないと判断した場合は、その指定の取消しを行います。
13　問い合わせ先

　　　住　　所　　〒649-0392　和歌山県有田市箕島50番地
　　　担当部課　　有田市 市民福祉部 高齢介護課 高齢者支援係
　　　電　　話　　0737-22-3542
　　　Ｆ Ａ Ｘ　　0737-83-6205
　　　E-mail      koreikaigo@city.arida.lg.jp
様式A

有田市立養護老人ホーム長寿荘指定管理者選定に係る参加表明書
有田市長　様
　有田市立養護老人ホーム長寿荘指定管理者選定に参加することを表明します。なお、表明に際し、有田市立養護老人ホーム長寿荘指定管理者募集要項第７項に掲げる資格要件を満たしていることを誓約します。
　令和６年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　法人所在地
　　　　　　　　　　　　　　　法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名 　　　　　　　　　　　　　印
様式　B
	有田市養護老人ホーム長寿荘指定管理者募集
現地説明会申込書

	法人の名称
	

	代表者氏名
	

	法人所在地
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	出席者氏名
	

	
	

	交通手段
	車　　　・　　　車以外　　（該当するものに印をしてください）


様式　C
	

	有田市養護老人ホーム長寿荘指定管理者募集に関する質問書
令和　　　年　　　月　　　日　　
有田市長　様



	
	法人の名称
	

	
	代表者氏名
	

	
	法人所在地
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	

	【質問内容】




別記様式（第６条関係）
有田市養護老人ホーム指定管理者指定申請書

令和　　年　　月　　日

有田市長　様

申請者たる事務所の所在地

　　法人の名称

　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印

　有田市立養護老人ホーム長寿荘の指定管理者の指定を受けたいので、有田市養護老人ホーム条例第４条第１項の規定により申請します。

様式１
法人概要書

	法人の名称　　
	

	代表者

役職・EQ \* jc2 \* "Font:HG丸ｺﾞｼｯｸM-PRO" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリガナ),氏名)
	
	設立年月日
	年　　月　　日

	法人所在地
	〒


	職員数
	

	経営理念
	

	業務内容
	

	障害者等就職困難者雇用についての方針
	（障害者や高年齢者その他の就職困難者の雇用についての方針を記述してください）



	
	障害者の雇用人数　　人（法定雇用率　　　％）※令和６年6月1日現在

	類似事業の実績

	事業名
	形態

(直営/一部受託等)
	発注者
	受注額
	運営期間

	
	
	
	千円
	 　年　　月～　  年　　月

	
	
	
	千円
	　年　　月～　  年　　月

	
	
	
	千円
	 　年　　月～　  年　　月

	
	
	
	千円
	 　年　　月～　  年　　月

	
	
	
	千円
	 　年　　月～　  年　　月

	応募に関する担当者及び連絡先

	所属部署名
	

	担当者EQ \* jc2 \* "Font:HG丸ｺﾞｼｯｸM-PRO" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリガナ),氏名)
	
	Eメール
	

	電話番号
	
	FAX番号
	


様式２
事業計画書

　１　管理業務を行うに当たり平等な利用が確保できること。（条例第４条第２項第１号）
	 (１)施設の運営方針・手法について



	(２)平等性の確保について



	２　養護老人ホームの効用を最大限に発揮させるとともに、管理経費の縮減を図ることができること。（条例第４条第２項第２号）

	（１）管理経費の縮減について




３　管理業務を安定して行う物的能力及び人的能力を有していること

（条例第４条第２項第３号）
	（１）経営基盤について



	（２）業務実績について



４　必要な人材を確保することができると認められること。
（条例第４条第２項第４号）
	（１）人材確保・人材育成


	（２）実施体制について




５　入所者等の福祉の向上のための施設としての役割を適切に担えること。
（条例第４条第２項第５号）
	（１）利用者のサービスの向上
利用者の満足度の把握・利用促進策

　(利用者の満足度・要望等の把握方法と施設管理への反映、苦情への対応など)


	（２）自主事業について（実効性のある新たな事業等の提案）



	（３）市、地域、家族との連携について



６　その他
	（１）危機管理・安全管理・個人情報保護・情報公開について




様式３
有田市立養護老人ホームの運営管理に係る収支予算書
法人の名称（                                                    ）
（収入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	令和７年度
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	備考

	指定管理料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


（支出）

	区分
	内　　訳
	令和７年度
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	備考

	人件費
	給与
	
	
	
	
	
	

	
	手当等
	
	
	
	
	
	

	
	賃金
	
	
	
	
	
	

	
	報償費
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	事務費等
	給食費
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	
	
	
	

	
	修繕費
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	

	
	印刷費
	
	
	
	
	
	

	
	委託料
	
	
	
	
	
	

	
	使用料及び賃借料
	
	
	
	
	
	

	
	負担金
	
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	

	
	保険料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他の諸経費
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


＊　令和７年度（令和７年4月～令和８年3月）、令和８年度（令和８年4月～令和９年3月）、令和９年度（令和９年4月～令和10年3月）、令和10年度（令和10年4月～令和11年3月）、令和11年度（令和11年4月～令和12年3月）
＊　その他の経費を計上する場合は、必ず備考欄に内容等を記入すること。
＊　消費税及び地方消費税を含んだ額を記入すること。
＊　積算内訳を別紙（様式は自由。ただしＡ４縦、横書き）に示すこと。
様式４
施設長予定者経歴書
	フリガナ
	
	生年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日生

	氏　名
	
	
	

	住　所
	（〒　　　　　　-　　　　　　　　）

	電話番号
	

	主　な　職　歴　等

	年　　月～　　年　　月
	勤務先等
	職務内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	職務に関する資格

	資格の種類
	資格　取得年月日

	
	

	備考（研修等の受講の状況等）



（備考）　１　住所・電話番号は自宅のものを記入してください。
	
	配点
	
	質問事項
	配点
	審査内容

	（１）　管理業務を行うに当たり平等な利用が確保できること。

（条例第４条第２項第１号）
	15
	ア
	管理運営の方針について
	10
	・運営理念がしっかりしているか。・運営方針に具体性はあるか。

	
	
	イ
	平等性の確保について
	5
	・施設運営における透明性や公平性は確保されているか。

	（２）　養護老人ホームの効用を最大限に発揮させるとともに、管理経費の縮減を図ることができること。

（条例第４条第２項第２号）
	15
	ア
	管理経費の縮減について
	5
	・良質なサービス提供を前提として、管理運営経費の節減に努めているか。またその方針は適切であるか。・施設内や機能を効果的に活用する計画となっているか。

	
	
	イ
	収支計画の内容
	10
	・収支見込みが適切であり安定した運営が見込めるか。
・人件費等は、適正な金額に設定されているか。

	（３）　管理業務を安定して行う物的能力及び人的能力を有していること。

（条例第４条第２項第３号）
	20
	ア
	経営基盤について
	10
	・法人全体の財務状況が健全で、施設を安定して管理できる体力があるか。・養護老人ホームに関する諸法、各種基準等を十分認識しているか。

	
	
	イ
	業務実績について
	10
	・類似施設の管理運営業務において優れた実績を有しているか。

	（４）　必要な人材を確保することができると認められること。

（条例第４条第２項第４号）
	20
	ア
	人材確保・人材育成について
	15
	・賃金等の職員待遇、宿直等の勤務内容は適切か。・人材確保の見通しは立っているか。・職員研修等、質の向上に向けた職員の育成計画や、指導体制は適正か。

	
	
	イ
	実施体制について
	5
	・必要な有資格職員が適切に配置されているか。

	（５）　入所者等の福祉の向上のための施設としての役割を適切に担えること。

（条例第４条第２項第５号）
	25
	ア
	入所者等のサービスの向上について
	15
	・利用者に対してサービス向上を図るための方策は、創意工夫され効果的な内容か。・利用者のニーズの把握とその方針。・利用者等とのトラブル未然防止と対策方法。・苦情に対する対応策が適切に示されているか。

	
	
	イ
	自主事業について
	5
	・実効性のある新たな事業等の提案がされているか。

	
	
	ウ
	市・地域・家族との連携について
	5
	・有田市との連携、情報提供について具体的に計画しているか。・地域住民との協調を図った計画になっているか。

	（６）　その他
	5
	ア
	危機管理・安全管理・個人情報保護・情報公開について
	5
	・協力医療機関、歯科、バックアップ施設との連携内容について具体的に計画しているか。・安全対策・危機管理（防犯・防災・事故）の体制が確立されているか。・個人情報の管理体制が整っているか。

	
	100
	
	
	100
	


長寿荘選考基準配点表
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